
3B10 大学における 研究機能の変容と 発展 

0 山本員 一 ( 筑波大学 ), 小林信一 ( 電気通信大学 ) 

l この軒先の無官と 内容 

この研究の目的は、 研究 臆関 としての大学すなむち 大学の研究技能の 総合的な考 

究にあ る。 大学は、 学術研究とくに 基礎研究実施の 中核的 枝関 として位置づけられ 

ている。 しかし、 教育機関としての 大学の役割については、 学歴社会論や 大学教育 

の 大衆化計などさまざまな 局面で社会的関心を 呼んできた反面、 研究技能に関して 

は 、 基礎研究の重要性が 常に認識されていたとはいえ、 社会の関心が 抽象的な レベ 

かはとどまり、 政策的にもその 全体的な振興に 関して充分な 対応がとられてきたと 

は言いがたい。 

しかし、 近年、 大学の研究環境の 劣化問題や大学院重点化などへの 取り組みをき 

っかけとして、 学術政策あ るいは学術システムの 向上施策に次第に 関心が向けられ 

るようになってきた。 研究の世界においても、 高等教育研究の 中で学術研究システ 

ムへの研究関心とくに 政策と絡んだアプローチに 対して急速に 高まっている。 また、 

大学院重点化の 動きに合わせて、 大学の内覚の 関心が大学院レベルの 教育研究活動 

に向かいつつあ る。 そこで、 大学の研究機能について、 教育機能など 大学のその他 

の 技能との関係も 視野にいれつつ、 これまでの歴史・ 現状の分析を 通して将来展望 

を試み、 かつ政策的にも 意味あ る調査研究を 行うことにした。 この研究の主要部分 

は 、 平成 4 年度～ 6 年度に科学研究費補助金 ( 総合研究 (A)) を得て、 山本を研究 

代表とし、 表記研究者を 含めて 10 人の分担者によって 行われた。 

本研究の内容は、 大別して、 学術研究と大学との 関係、 大学における 研究環境の 

現状と問題、 研究費をはじめとする 研究資源の理分問題の 三つの領域から 成り立つ 

ものであ るが、 今回は、 そのうち学術研究と 大学、 Funding System の流動化と大学 

の 研究技能の変容の 二つのポイントについて 紹介を行う。 

2 学術研究と大学 ( この 20 年間の廣 き ) 

大学の研究機能の 側面を考察するにあ たって重要なポイントの 一つは、 高等教育 

の大衆化に伴う 大学の性格変化に 対し、 関係者がどのような 対応をとったかという 

ことであ る。 そして、 その際注目すべきターニンバ・ポイントは、 教育の側面と 同   

じく、 わが国における 戦後の最大の 高等教育改革の 時期であ った 1975 年前後に求め 

ることができる。 
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1960 年代後半に起こづたいわゆる 大学紛争は、 大衆化しつつあ る高等教育の 状況 

に旧来からのエリート 型システムがもはや 対応し得ないということを 関係者に深く 

印象づけた。 以来大学改革は、 それが遅々として 進まないという 批判はあ ったに せ 

よ 、 着実にその第一歩を 踏み出した。 それが形に現れてくるようになったのが、 こ 

01975 年前後からであ った。 その中でももっとも 大きな出来事は 、 表に示す通り、 

既存の高等教育政策および 学術政策の秩序の 根幹に係る諸制度の 改革と新政策の 実 

施 であ った。 

例を大学院にとって 説明しよう。 それまで制度的整備が 遅れていた大学院につい 

て 、 大学設置審議会を 舞台に検討が 進められ、 1974 年、 文部省令としての 大学院設 

置基準が制定された。 また、 その後の諸制度改革とさまざまな 予算措置により、 大 

学院の形態が 多様化しはじめた。 近年、 改革のビッチは 急速化し、 1989 年以降、 臨 

教審で提言され 大学審議会で 具体化された 大学院の飛躍的充実のための 政策の一環 

として、 大学院制度はさらに 弾力化され、 かつ、 大学の研究環境の 劣化への対策と 

して、 自己評価と大学への 研究資源の重点配分によって、 大学院をめぐる 諸情勢は 

大きな変化を 遂げつつあ る。 

その間、 大学院の学生数は、 分野によって 異なるものの、 次第に成長し、 学部 学 

生 数については、 1975 年から 1995 年までの 20 年間に 1. 4H 倍の伸びにとどまった 反面、 

修士で 3.27 倍、 博士で 2.94 倍に増加した。 その政策の重点は、 基本的には大学院の 

機能を従来からの 狭い意味での 研究者養成すなむち 大学における 後継者養成のみな 

らず、 社会の様々な 方面で活躍できる 高度専門職業人養成へと 拡張しようとするも 

のであ るが、 1980 年代に入って、 科学技術の高度化とその 重要性の増大にもかかわ 

らず、 大学院における 研究環境の劣化という 新たな問題状況が 生じる中で、 引き続 き 高度専門職業人養成への 大学院の機能の 拡大という政策を 保持しつつ も 新 た な 

重 い 課題として、 大学院を中心とした 研究および研究者養成機能自体の 充実の必要 

性が増大してきた。 

拡大した大学院は 主としてどのような 大学において 顕著であ ったのであ ろうか。 

慶伊 ( 「大学評価の 研究」 1984 、 東大出版会 ) らの研究では、 わが国の大学をさま 

ざまなタイプに 分けているが、 その中で 1979 年時点での判断で「研究大学」として 

いる大学が 24 校あ った。 ここでいう研究大学というのは、 大学院博士課程の 有無 や 

院生Ⅰ学部生比率によってとくに 強い研究機能を 持つ大学として 抽出されたもので、 
  

具体的には北海道大学、 東北大学、 筑波大学、 東京大学、 慶応義塾大学などの 総合 

大学、 一橋大学、 東京工業大学などの 複合学部大学および 車系大学が含まれている   

この分類概念を 利用して、 この 24 校の研究大学における 学部・大学院 ( 修士・博 

士 ) 別の人学定員の 変化をそれ以外の 大学における 入学定員変化と 比較してみた。 

その結果、 研究大学およびそれ 以外のいずれのタイプの 大学でも学部入学定員より 
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も 大学院入学定員の 方が大きく伸びており、 また研究大学以覚の 大学バループ 全体 

としての入学定員の 増加が大きかったため、 それぞれの段階における 入学定員に占 

める研究大学のシェアは 低下していることが 分かった。 すな む ち、 大学院拡張につ 

いては全体としてより 多くの大学へ 拡散する傾向が 見られる。 しかし他方で、 研究 

大学とそれ以覚の 大学において、 学部 / 佳士Ⅰ博士の 入学定員の比率の 推移をみる 

と、 研究大学バループでは 博士で 0 ・ 8 ポイント、 佳士 で 3.3 ポイントの上昇が 見 

られるのに対して、 それ以外のグループではそれぞれ、 0 ． 2 ポイント、 0 ． 8 ポイン 

トの上昇にとどまっている。 つまり、 1979 年当時研究大学と 見なされていた 大学 グ 

ループはますます 研究大学らしくなり、 それ以外の大学との 差異が大きくなったの 

であ った。 研究機能の強化が 研究大学バループに 集中しつつあ ることを暗示してい 

るようであ る。 ( 山本直一 ) 

高等教育および 学術研究システムと 時代区分 

新制大学の成立 大学教育の量的拡大 高等教育計画 大学多様化の 時代 
～ 1960 頃 1960 ～ 1975 項 1975 ～ 1990 頃 1990 頃 ～ 

進学率 10 %  進学率 10% づ 38%  進学率 35 ～ 36%  進学率 36% づ 43% 
高等教育機会の 急、 速な大衆化と 歪 規模の抑制 規模の再拡大 

開放 大学紛争 質の確保 多様化の助長 

中教審 大学設置 審 大学 審 
  38 答申、 46 答申 )  臨教審 

大学管理法案 私学のウエイト 増大 私学助成本格化 大学設置基準弾力化 
大学設置基準 東京集中 専修学校制度創設 自己評価制度の 導入 
短大制度 設置認可の緩和 地方分散 大学院重点化 
大学自治 理工系学生の 増員 規模の抑制 生涯学習振興法 

高等専門学校創設 新構想大学 
共通一次試験 

  大学院制度の 整備 
( エリート型大学 )                       ( 大衆型大学                         

    大学の多様化・ 個性化 ) 

委
会
 

新
註
識
 

別
会
審
 

制
 術
励
 

休
学
 奨
 

術
本
術
 

学
日
 学
 

学術審議会設置 
日本学術振興会改組 

大学共同利用研究所 
科研 費 補助金改革 

学術国際局発足 
(1g74) 

学術審議会答申 
(1973. 1984) 
宇宙・加速器等の 
巨大科学等推進 

申
わ
 

答
 ㏄
 

ム
百
Ⅱ
 
U
 

議
 
審
 
行
 
-
 
ヴ
 

学
 

の
 
へ
実
応
 

化
充
対
 

努
 
め
れ
 

境
ア
離
 

環
乃
系
 

究
匹
工
 

研
乃
理
 

対応 

充
 
制
 

期
体
 

是
政
 

成
行
 

度
術
 

商
学
 

期
 
興
 
復
 
の
 
後
 
戦
 

安定成長期 重点的整備期 
実 学術行政推進 研究環境整備 

山本員 一 

4
 
5
 
2
  
 

成
 

作
 



8. FUNDING  SYSTEM の流動化と大学の 研究機能の変容 

( 1 ) 最近 1 0 年の Funding Policy の変化 

わが国の学術政策は、 1982 年以降のゼロ・シーリング、 マイナス・シーリンバの 財政 

環境の下で、 著しい発展を 遂げた。 それ以前は、 大学の研究活動振興のための 政策手段と 

しては、 研究費助成については、 校費と 科学研究費補助金制度、 組織についてはいわゆる 

概算要求による 設置といった、 きわめて単純な 政策メニューしか 持っていなかった。 

しかし、 広義の funding system は、 財政緊縮の中でむしろ 多様化、 発展してきたとい 

える。 例えば、 この間に創設された funding の制度には、 民間等との共同研究制度、 科研 

費 における重点領域研究、 新プロバラム、 特別会計に よ る高度化推進経費の 中の諸プロバ 

ラム、 人材育成関係では、 特別研究員制度、 ティーチンバ・アシスタント 制度などが創設 

された。 また、 地方国立大学における 大学院博士課程の 新設、 いわゆる「大学院重点化」 

も 、 新たな funding とみなすこともできる。 今年度には、 さらに C 0 E 助成、 補正予算に 

よ るべンチャー・ビジネス・ラボラトリ 制度なども開始された。 また、 リサーチ・アシス 

タント制度の 導入についても 検討が行われている。 

この ょう に、 最近の 10 年間は、 わが国の funding systeD@ 、 ひいては学術政策に 大きな 

変化が見られた 時期であ り、 これほど急速に 政策手段の多様化が 進展したことはかってな 

いことであ る。 しかし、 一方では、 あ まりにも多様化してしまったために、 大学研究者の 

間で混乱がみられる。 また、 政策手段のあ い だの相互関係が 明確でない面もあ る。 

で、 そ 学術政策研究、 あ るいは science funding system に関する研究の 立場か ら 

多様化した funding system の政策ツールとしての 特性や大学における 研究活動にとって 

の 意味を整理しておきたい。 

( 2 ) 人材養成・確保にかかわる Funding System の整備 

従来、 大学院生に対する 助成としては 奨学金、 若手研究者に 対する助成としては、 一種 

の P D F としての奨励研究員制度、 科研費の奨励研究があ ったが、 この間に制度が 大幅に 

拡充され、 一通りの制度が 用意された。 残されているのは R A だけであ るが、 これに つい 

ても現在検討中であ る。 これらの特性を 整理すると下表のようになる。 
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特別研究員 ( 新 プロ ) 、 特別研究員 (C0E) は、 名称は特別研究員であ るが、 その性 

質はプロジェクトに 伴う RA であ り、 それを PDF であ る特別研究員 (PD) と同じフ ン 

一々の中で実施しているために、 制度的にはわかりにくいものになっている。 

(3 ) G U F の役割の相対的低下 

大学の研究活動に 対する助成には、 校丑 のような使途を 特定しない GUF (General 

University Fund) と 特定のプロジェクトに 対する研究助成 ( ここでは、 project fund と 

呼ぶことにする ) とに分けられる。 

いわゆる大学院重点化、 博士課程の設置、 また 校 費の配分単価の 上昇は、 G U F の充実 

を意味する政策であ るが、 大勢としては、 GUF の充実 よ りは、 p,oJect fund の充実が優 

失 されている。 その結果、 G U F の役割は相対的に 低下した。 

従来は、 国立大学に対しては、 特別会計が GU F 、 科研 費が p,oJect fund としての性格 

を 有しており、 比較的明快であ ったが、 近年は特別会計の 枠内でもプロジェクトを 公募し 

て資金配分を 行う、 重点配分が増えている。 高度化推進特別経費の 中の各種プロジェクト 

経費、 さらには仝年の 補正予算によるべンチャー・ビジネス・ラボラトリ 制度などはこの 

よ うな性格を有している。 

( 4 ) C 0 E 助成制度の意義 

粗織の設置とプロジェクトへの 助成は、 いずれも研究のための 助成であ り、 資金を投下 

するという点では 何ら異なるところはない。 「 make or buy 」という考え 方があ るが、 両 

者の違いは、 投資的 ( 固定的組織の 設置 ) か 消費的 ( 一時的組織の 設置 ) かの違いしかな 

い 。 とくに、 プロジェクトにおいても RA が雇用できるようになると、 両者は組織、 人事 

を含めて、 固定的か、 流動的かの違いだげになる。 

わが国では従来、 概算要求等に よ る新組織の設置と、 科研 費の プロジェクトとの 間には 

大きな隔たりがあ った。 新 プロバラム方式、 C 0E 助成のうち中核的研究拠点形成プロバ 

ラムは、 特別会計と科研 費 等の資金の組み 合わせにより、 科研 費 による研究プロバラムを 

研究拠点形成機能を 有するものに 拡張し、 新組織の設置と 従来の研究プロジェクトとの 間 

隙を埋めることになった。 これにより、 わが国でも「 make or buy 」といった、 研究助成 

システムの一元的把握が 可能になった。 

また、 新 プロバラム方式、 C 0 E 助成は、 組織形成、 研究費助成、 人材確保のための 制 

度を総合的に 組み合わせた 複合政策であ るという点で、 わが国の学術政策にとっては 非常 

に エポック・メイキンバな 政策であ る。 

( 5 ) ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ 制度の意味 

わが国では、 しばらくのあ いだ基礎研究に 重点を置いた 科学技術政策を 進めてきた。 諸 

外国が産業競争力強化に 向けた科学技術政策を 重視していたこととは 対照的であ った。 

しかし、 長期の景気後退の 影響もあ り、 ここにきて科学技術研究に 対して産業創出の 期 

待が 掛けられる よ うになってきた。 大学の研究活動と 産業活動とのかかわりに 関しては、 
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従来、 民間等との共同研究、 受託研究、 奨学寄付金などの、 主として資金導入のための 制 

度、 共同研究センタ 一等の設置などの 制度が整備されていたのみであ る。 今年度は、 補正 

予算の枠の中ではあ るが、 ベンチャー・ビジネス・ラボラトリ (V B L) の設置という 非 

常に明快な施策が 登場した。 わが国の学術政策にとっては 画期的であ る。 

この施策は、 最近 10 年くらいのあ い だに、 大学関連の研究助成施策の 体系的整備が 進 

み、 一段落ついたことではじめて 実現可能であ ったと思われる (C 0 E 助成で基礎研究の 

総合的推進施策との 切り分けにおいて、 応用的色彩の 濃い施策が可能になった ) 。 また、 

新 プロや C 0 E 助成などの政策手段の 成熟という土台があ ってはじめて 可能であ ったと 思、 

われる。 こうした意味で、 V B L 施策の創設は、 わが国における 学術政策体系の 成熟の象 

徴 的できごとであ る。 

( 6 ) Funding System の流動化 

以上のように、 わが国の学術政策はここ 10 年くらいの間に 著しく発展、 整備されてき 

た 。 政策手段も多様化、 成熟してきた。 

しかし、 大学の研究者にとってわかりやすいプロバラムの 体系になっているかというと、 

現状は逆で、 かえって複雑，性の 中で混乱をきたしていると 思われる。 プロバラムがつぎつ 

ぎと追加されたために、 区別がつきにくくなっているものもあ る。 また、 わが国の行財政 

制度が科学技術振興とうまく あ うないために、 本来の趣旨を、 パッチワークのようにして 

実現し、 他の制度との 区別がつくにくくなっているものもあ る。 

また、 わが国の研究助成プロバラムは、 行財政上の制度的差異に 基づいて揃えられてい 

るが、 研究活動の論理とは 必ずしも対応していない。 欧米では研究分野 や 、 研究のターゲ 

ット に沿ってプロバラムが 構成されているケースも 多いが、 わが国の学術政策にはそのよ 

うなプロバラムはほとんどない。 このことも、 混乱の一因であ るかもしれない。 

( 小林信一 ) 
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